
４号）

　住所　東京都港区海岸一丁目１１番１号

履 行 場 所
足立区中央本町二丁目２６番から弘道一丁目３０番先

密集市街地内である五反野駅前通りの無電柱化詳細設計

分類業務区分 委託 を円滑に進めるためには、無電柱化に関する高度な知識

契 約 期 間 令和   6年   5月  10日  から  令和   7年  

4

 3月  19日 と経

3

験及び配線計画を独自

随

で設計する技術、迅速

意

な東京

契約年月日 令和

契

   6年   5月

約

   9日 電力パワー

内

グリッド株式会社（電

容

線管理者）との調整が

及

契約金額 \14,32

び

2,000円(税込)

選

必要不可欠である。

当

定

該設計は、地域住民の

理

意見を丁寧に組み入れ

由

たうえで

予 定 価 

書

格 \14,331,9

件

00円(税込)
契約相

　

手方の 、契約期間内で

　

の円滑な業務遂行が必

　

要となる。過年度

選定

 

理由 に当該地での設計

名

を行った経緯もあり、

五

電線管理者の関

概  

反

     要

電線共同

野

溝詳細設計 連企業の上

駅

記事業者は、電線管理

前

者との調整を迅速に行

通

　　　　 うことができ

り

、設計を期間内に進め

無

ることが可能な唯一

　

電

設計条件の整理検討　

柱

　　　　　　1箇所 の

化

事業者である。

　平面

詳

・縦断線形設計　　　

細

　　　　1箇所 以上の

設

ことから、本設計委託

計

については、配線計画

そ

を独

　数量計算　　　

の

　　　　　　　　　1

３

箇所 自で設計する技術

委

を備えた、電線管理者

託

の関連企業であ

　管路

（

部設計　　　　　　　

道

　　　　1箇所 る上記

路

事業者との随意契約が

整

必要である。（地方自

備

治法

　特殊部設計　　

契

　　　　　　　　　1

約

箇所 施行令第１６７条

の

の２第１項第２号）

　

相

地上機器部設計　　　

手

　　　　　　1箇所

　

方

柱状機器搭載柱の仕様

　

検討　　　　一式

　道

名

路照明設計　　　　　

称

　　　　　一式

　　

事

　

務手続き支援業務　　

東

　　　　　　一式 担 

電

当 課 都市建設部 道

タ

・道路整備課

電話番号

ウ

3880-5111(

ン

2824)

根拠規定 地

プ

方自治法施行令第16

ラ

7条の2 第1項 第

ン

2号該当

ニング（株） 

課委託第



　住所　東京都港区高輪三丁目１９番２３号

履 行 場 所
足立区弘道二丁目３０番先

　本工事は、東京都第六建設事務所発注で現在施工中の

分類業務区分 工事 「街路築造工事のうち地盤改良工事（その２）（５六－

契 約 期 間 令和   6年   5月  23日  から  令和   7年   3月  13日 補１３８綾瀬

4

新橋）」（以下「地盤

4

改良工事」という。

契

随

約年月日 令和   6

意

年   5月  22

契

日 ）と接する竜井堀親

約

水水路の管理棟撤去、

内

地下貯水槽の

契約金額

容

\67,650,00

及

0円(税込)
撤去など

び

を行う工事である。

本

選

工事は、綾瀬新橋架け

定

替え事業における仮橋

理

整備工事

予 定 価 

由

格 \68,434,3

書

00円(税込)
契約相

件

手方の に係るものであ

　

り、撤去する地下貯水

　

槽は仮橋の取付道

選定

　

理由 路部に該当し、早

 

期着手、早期完了が求

名

められている。

概  

竜

     要

管理棟撤

井

去工 施工範囲及び時期

堀

が競合するなか、綾瀬

親

新橋架け替え事

土工 業

水

へ影響を及ぼさないた

水

めには、本工事及び地

路

盤改良工

・流動化処理

管

土　　　　　　 ４４

理

０㎥ 事を一の工事とみ

棟

なして、現場管理、施

撤

工管理、品質管

・埋戻

去

し（第二種改良土）　

及

 　３１㎥ 理を一元化

び

して行うことで、工期

水

の短縮、経費の節減に

路

　　　　　　 加え、工

改

事の安全・円滑かつ適

修

切な施工を確保するう

工

え

地中障害物撤去工 で

事

有利と認められる地盤

（

改良工事の受注者であ

道

る上記事

・障害撤去置

路

換工法　　　　　　１

整

式 業者をおいて他にな

備

い。

　　　　

貯水槽撤

契

去工

・道路カッター切

約

断工（t=350mm

の

）　 ２１.１ｍ

・端

相

部コア削孔（φ150

手

）　　　　　　　　３

方

５ｍ

　　　　 担 当 

　

課 都市建設部 道・道

名

路整備課

管理棟撤去工

称

電話番号 3880-5

　

111(2868)

・

徳

管理棟解体撤去工事（

倉

各種設備撤去、運搬処

建

分込）　 根拠規定 地方

設

自治法施行令第167

（

条の2 第1項 第6

株

号該当

） 東京支店

課工事第９号）



履 行 場 所
千葉県安房郡鋸南町大帷子４７８

（１）本事業者は、過去に区が所有している別の宿泊施

分類業務区分 工事 設のボイラー改修工事を受注しており、宿泊施設特有の

契 約 期 間 令和   6年   4月  24日  から  令和   6年  10月  31日 施工条件を熟知おり、施工時の施設運営への影響を

4

最小

契約年月日 令和 

5

  6年   4月 

随

 23日 限に留めるこ

意

とが可能である。

契約

契

金額 \8,745,0

約

00円(税込)
（２）

内

本事業者は、区発注の

容

工事を多数行っている

及

実績

があり、短期間で

び

機器の納入から設置ま

選

でを短期間で確

予 定

定

 価 格 \8,745

理

,000円(税込)
契

由

約相手方の 実に行うこ

書

とができる業者である

件

。

選定理由

概    

　

   要

給湯設備工事

　

　　　一式

撤去工事　

　

　　　　一式

担 当 

 

課 施設営繕部 中部地

名

区建設課

電話番号 38

鋸

80-5111(35

南

55)

根拠規定 地方自

自

治法施行令第167条

然

の2 第1項 第5号

の

該当

家給湯ボイラー改修工事

契約の相手方

　名称　（株）皐月設備 

　住所　東京都足立区青井二丁目１６番１号



川４丁目１６番２９号

履 行 場 所
北千住駅西口広場（足立区千住二丁目６０番先）

本工事は北千住駅西口広場のエレベーター２台のうち１

分類業務区分 工事 台を改修する工事である。工事費の削減及び工期の短縮

契 約 期 間 令和   6年   6月  11日  から  令和   7年   1月  31日 や騒音・振動

4

の低減を図るためには

6

、三方枠を再利用す

契

随

約年月日 令和   6

意

年   6月  10

契

日 ることが必要であり

約

、既存のエレベーター

内

製造会社しか

契約金額

容

\56,650,00

及

0円(税込)
施工がで

び

きない。

当該事業者は

選

保守点検業務も受託し

定

ている既存のエレベ

予

理

 定 価 格 \56,

由

650,000円(税

書

込)
契約相手方の ータ

件

ー製造会社であり、高

　

度な技術を持ち、現場

　

も熟知

選定理由 してい

　

るため、指定日までに

 

安全対策も含め効率的

名

に工

概       

北

要

工事概要 事を完成す

千

ることができる。以上

住

のことから、本事業者

駅

北千住駅西口エレベー

西

ター２号機の準撤去リ

口

ニューアル と随意契約

広

が必要と判断した。

工

場

事

担 当 課 都市建設

エ

部 道・安全設備課

電

レ

話番号 3880-57

ベ

09

根拠規定 地方自治

ー

法施行令第167条の

タ

2 第1項 第2号該

ー

当

改修その他工事

契約の相手方

　名称　（株）日立ビルシステム 

　住所　東京都足立区中



０番地ソリッド

履 行 場 所
足立区神明一丁目１２番６号先 スクエア東館

　本工事は、垳川浄化設備の酸素供給装置に欠かせない

分類業務区分 工事 機器である空気圧縮機の改修を行うものであり、酸素供

契 約 期 間 令和   6年   7月  16日  から  令和   7年   2月  28日 給装置と一体になって施

4

工を行う必要がある。

7

酸素供給

契約年月日 令

随

和   6年   7

意

月  12日 装置は純

契

正部品の使用が必要と

約

なり、整備後の点検及

内

び

契約金額 \24,2

容

00,000円(税込

及

)
機能確認において、

び

メーカーの目標性能や

選

測定基準があ

るため、

定

専門性の高い工事であ

理

る。

予 定 価 格 \

由

24,200,000

書

円(税込)
契約相手方

件

の 本事業者は、酸素供

　

給装置設備の製造メー

　

カーであり、

選定理由

　

高い技術力と信頼があ

 

る。また、機能及び状

名

況等を十分

概    

垳

   要

　垳川浄化用

川

空気圧縮機改修その他

浄

工事 熟知しているため

化

、区が求める精度の高

用

い作業を安全か

　（１

空

）空気圧縮機及び酸素

気

供給装置部品の改修工

圧

事 つ短期間で行うこと

縮

ができる唯一の事業者

機

である。

　　　空気圧

改

縮機の更新及び酸素供

修

給装置部品の撤去新 　

そ

（地方自治法施行令第

の

１６７条の２第1項第

他

２号）

設を行う。

　（

工

２）試運転調整

　　　

事

主要部品の更新後、試

契

運転及び調整を行う。

約

担 当 課 都市建設部

の

 道・安全設備課

電話

相

番号 3880-501

手

4

根拠規定 地方自治法

方

施行令第167条の2

　

 第1項 第2号該当

名称　三菱化工機（株） 

　住所　神奈川県川崎市幸区堀川町５８



区笹塚一丁目５０番１号

履 行 場 所
足立区西竹の塚一丁目１１番２号エミエルタワー竹の塚

２階 　竹の塚保健センターは、空調換気設備、給排水設備の

分類業務区分 工事 運転監視を行う自動制御設備が設置されている。

契 約 期 間 令和   6年   7月   1日  から  令和   7年   2月  28日 本工事

4

は、既存システム内の

8

一部を更新するもので

随

あり

契約年月日 令和 

意

  6年   6月 

契

 28日 、他メーカー

約

のシステムや制御機器

内

を取り付けると、シ

契

容

約金額 \53,900

及

,000円(税込)
ス

び

テム全体で誤作動、稼

選

働停止等の不具合が発

定

生するた

め、混在する

理

ことが不可能である。

由

予 定 価 格 \53

書

,900,000円(

件

税込)
契約相手方の 当

　

該事業者は、本施設に

　

導入している自動制御

　

設備の製

選定理由 造メ

 

ーカーであり、システ

名

ム全体の保守点検も行

竹

うこと

概      

の

 要

自動制御設備工事

塚

ができる唯一の事業者

保

である。

既設制御盤の

健

入出力モジュール通信

セ

カード、ベースボー 上

ン

記理由により、本工事

タ

は、当該事業者でなけ

ー

れば行う

ド、制御コン

自

トローラ、ファンコイ

動

ルコントローラの更 こ

制

とができないため、随

御

意契約を行う必要があ

設

ると判断

新及び盤改造

備

、既設中央監視装置の

改

データベース変更を し

修

た。

行う。また、制御

工

機器類の更新に伴う、

事

調整作業を実施

する。

契

担 当 課 施設営繕部

約

 西部地区建設課

電話

の

番号 3880-511

相

1(2953)

根拠規

手

定 地方自治法施行令第

方

167条の2 第1項

　

 第2号該当

名称　ジョンソンコントロールズ（株） 

　住所　東京都渋谷



　住所　東京都中央区湊二丁目２番５号

履 行 場 所
足立区大谷田一丁目１番２－１０１号

当該施設は、独立行政法人都市再生機構が管理する建物

分類業務区分 委託 の中に併設している。そのため、風除室増築工事を行う

契 約 期 間 令和   6年   7月   4日  から  令和   7年   1月  17日 におい

4

て、独立行政法人都市

9

再生機構との綿密な協

随

議調

契約年月日 令和 

意

  6年   7月 

契

  3日 整が必要であ

約

る。上記設計事務所は

内

、一昨年度の大谷田

契

容

約金額 \3,071,

及

488円(税込)
住区

び

センター大規模改修工

選

事設計委託を受託し、

定

改修工

事設計及び増築

理

工事設計を行ったため

由

、本業務に必要な

予 

書

定 価 格 \3,07

件

2,300円(税込)

　

契約相手方の データを

　

すべて保有している。

　

また、現場の状況も詳

 

細

選定理由 に把握して

名

いる事から、東京都都

大

市整備局へ建築基準法

谷

概       要

・

田

風除室増築をするにあ

住

たり建築基準法第１８

区

条第２項 第１８条第２

セ

項の規定による計画を

ン

通知するにあたり、

の

タ

規定による計画通知書

ー

類の作成及び提出業務

風

他の業者に委託するよ

除

りも委託費及び設計工

室

期を大幅に

・上記工事

増

終了後の建築基準法第

築

１８条第１６項の規定

工

軽減する事が可能とな

事

る。また、同時に建築

計

基準法第１

による完了

画

通知の作成、提出及び

通

検査立会業務 ８条第２

知

項の規定による計画通

申

知の前に申請が必要な

請

こ

・工事完了までの工

等

事監理業務 ともあり、

業

過去に当該施設の建築

務

基準法第８６条の２第

契

・上記に付随する協議

約

等一式 １項の規定に基

の

づく認定手続きを行っ

相

た経緯のある上記

事業

手

者であれば、期限の限

方

られた中で、迅速かつ

　

正確な

業務遂行も可能

名

である。以上のことか

称

ら、上記事業者と

契約

　

することで工期の短縮

（

、経費の節減が達成で

株

きるた

め、随意契約を

）

依頼する。

担 当 課

カ

施設営繕部 東部地区

ト

建設課

電話番号 388

ウ

0-5111(287

建

6)

根拠規定 地方自治

築

法施行令第167条の

事

2 第1項 第6号該

務

当

所 東京事務所

委託



野町４７番地１

履 行 場 所
足立区東綾瀬三丁目４番１号

東綾瀬公園温水プールの特徴的なドーム状の可動式屋根

分類業務区分 工事 は、上記事業者の独自製品が採用されている。築３０年

契 約 期 間 令和   6年   8月   2日  から  令和   7年   2月  28日 以上を経過し、独自製品である可動式屋

5

根について温水

契約年

0

月日 令和   6年 

随

  8月   1日 プ

意

ールという施設の特性

契

上ドーム状の屋根の鉄

約

骨部材や

契約金額 \8

内

4,700,000円

容

(税込)
可動式屋根の

及

車輪が発錆し、塗装の

び

剥落や車輪の不具合

が

選

発生している状況が確

定

認されている。

予 定

理

 価 格 \84,97

由

5,000円(税込)

書

契約相手方の 施設の構

件

造上重要な鉄骨部材の

　

塗装改修やボルト等の

　

鉄

選定理由 骨部材交換

　

、可動式屋根の車輪交

 

換、車輪レールの調整

名

概       要

１

東

．プールドーム鉄部塗

綾

装工事　一式 が必要な

瀬

状態であり、可動式屋

公

根の機構等、独自の技

園

術

２．プールドーム鉄

温

骨部材補修工事　一式

水

を駆使した建物の特性

プ

を熟知している当該事

ー

業者でなけ

れば一体的

ル

な工事ができない。

本

ド

件は、一期工事として

ー

発錆したドーム屋根か

ム

ら錆がプ

ールに落ちる

改

ことを防ぎ、ドーム自

修

体の構造上の安全性

担

工

保のために、ドーム鉄

事

骨部の塗装及び部材交

（

換を行う

こととした。

一

上記理由により、当該

期

事業者にて特命随意契

）

約にて補修

工事をする

契

ことが必要と判断した

約

。

（地方自治法施行令

の

第１６７条の２第１項

相

第２号該当）

担 当 

手

課 施設営繕部 東部地

方

区建設課

電話番号 38

　

80-5111(28

名

73)

根拠規定 地方自

称

治法施行令第167条

　

の2 第1項 第2号

（

該当

株）横河システム建築 

　住所　千葉県船橋市山



10号

履 行 場 所
足立区栗原四丁目２５番９号

（１）本事業者は区内学校施設での工事実績が多数あり

分類業務区分 工事 　　　施工状況も良好であるなど十分な信頼と実績が

契 約 期 間 令和   6年   6月   4日  から  令和   6年   8月  30日 　　　ある。

契約年月日 令和   6年   6月

5

   3日 （２）学校

2

工事の進め方を良く把

随

握しており、児童や

契

意

約金額 \3,640,

契

930円(税込)
　　

約

　教職員の安全を確保

内

し、学校運営及び施設

容

への

　　　影響を最小

及

限にとどめて施工を行

び

うことが

予 定 価 

選

格 \4,940,10

定

0円(税込)
契約相手

理

方の 　　　できる。

選

由

定理由 （３）工期が限

書

られる緊急工事に対応

件

できる技術力と

概  

　

     要

１　機器

　

設備工事 　　　社内施

　

工体制を持つ事業者で

 

ある。迅速かつ

　　　

名

１階職員室の空調機を

栗

更新する。 　　　柔軟

原

に施工を行う事が可能

北

なため、工事を工期

　

小

　　屋外機用機械基礎

学

及び防護フェンスを設

校

置、天井 　　　までに

職

確実に完了させること

員

ができる。

材の撤去復

室

旧等を行う。

２　配管

空

設備工事

　　　空調機

調

設置に伴い、付帯する

機

冷媒管、ドレン管、

内

更

外連絡配線、リモコン

新

配線を更新する。

３　

工

電気設備工事

　　　屋

事

外機への電源配管配線

契

、手元開閉器の取替、

約

Ｆ

Ｆ暖房機用コンセン

の

トの移設を行う。

４　

相

撤去工事

　　　既設機

手

器、配管配線、保温、

方

天井材（石綿含有） 担

　

 当 課 施設営繕部 

名

西部地区建設課

を撤去

称

し、適正処分を行う。

　

電話番号 3880-5

富

111(2953)

根

士

拠規定 地方自治法施行

文

令第167条の2 第

化

1項 第5号該当

電機（株） 

　住所　東京都足立区東伊興二丁目1番



番１号

履 行 場 所
足立区青井四丁目１９番１号

（１）本工事は早急に完了させる必要がある。確実かつ

分類業務区分 工事 迅速な施工をするために必要な技術者が所属しており、

契 約 期 間 令和   6年   5月  16日  から  令和   6年   9月  20日 施設利用者の安全を確保しつつ、施設運営への影

5

響を最

契約年月日 令和

3

   6年   5月

随

  15日 小限にとど

意

めて早期に施工するこ

契

とができる事業者であ

約

契約金額 \44,00

内

0,000円(税込)

容

る。

（２）屋根の構造

及

や施設の実状をよく把

び

握していること

予 定

選

 価 格 \44,00

定

0,000円(税込)

理

契約相手方の に加え、

由

施工体制、技術力も高

書

く、迅速な判断を要す

件

る

選定理由 緊急工事を

　

確実かつ安全に完了さ

　

せることができる事業

　

概       要

１

 

）体育館屋根改修工事

名

　　　　－式 者である

青

。

２）体育館床塗装改

井

修工事　　　－式 （３

中

）本事業者は区内公共

学

施設での工事実績が多

校

数あり

、施工状況も良

体

好であるなど十分な信

育

頼と実績がある。

担 

館

当 課 施設営繕部 東

屋

部地区建設課

電話番号

根

3880-5111(

雨

2871)

根拠規定 地

漏

方自治法施行令第16

り

7条の2 第1項 第

改

5号該当

修工事

契約の相手方

　名称　（株）ＯＫＡＰＥＮ 

　住所　東京都足立区保木間一丁目5



３０号

履 行 場 所
足立区扇三丁目２２番１号

（１）本事業者は期限の限られた緊急工事となる本工事

分類業務区分 工事 に対応できる施工体制があり、迅速に施工を進める事で

契 約 期 間 令和   6年   6月  18日  から  令和   6年   8月  30日 工事を工期内に確実、安全に完了させることができ

5

る。

契約年月日 令和 

5

  6年   6月 

随

 17日 （２）本事業

意

者は学校工事の実績が

契

多数あり、工事によ

契

約

約金額 \10,780

内

,000円(税込)
る

容

学校運営や施設への影

及

響も熟知している。施

び

工状

況も良好であり、

選

児童等の安全を確保し

定

つつ、学校運営

予 定

理

 価 格 \11,18

由

8,100円(税込)

書

契約相手方の 、施設へ

件

の影響を最小限にとど

　

めて施工することが

選

　

定理由 できる。

概  

　

     要

１　プー

 

ル缶体改修工事　　一

名

式 （３）本事業者は、

興

既に学校依頼により、

本

現場調査を行

２　その

扇

他関連工事　　　　一

学

式 っている経緯があり

園

、工事個所の特定もで

東

きている

ため、工事に

校

早急に取り掛かること

舎

が可能である。

担 当

プ

 課 施設営繕部 西部

ー

地区建設課

電話番号 3

ル

880-5111(2

缶

935)

根拠規定 地方

体

自治法施行令第167

改

条の2 第1項 第5

修

号該当

工事

契約の相手方

　名称　（株）山陽工業 

　住所　東京都足立区竹の塚六丁目２５番



履 行 場 所
足立区関原二丁目１０番１０号

（１）緊急工事となる本工事は、厳しい工期の中で、迅

分類業務区分 工事 速かつ確実な対応が必要となる。本事業者は、当該施設

契 約 期 間 令和   6年   8月   1日  から  令和   6年  10月  31日 改修工事の経験があり、当該施設の構造を熟知してい

5

る

契約年月日 令和  

6

 6年   7月  

随

31日 ため、工事個所

意

の調査等の時間をかけ

契

ることがない。ま

契約

約

金額 \5,471,9

内

50円(税込)
た、過

容

去の実績より確かな技

及

術と施工体制も持ち合

び

わせ

ていることも認め

選

られ、迅速かつ確実な

定

対応ができる唯

予 定

理

 価 格 \6,036

由

,800円(税込)
契

書

約相手方の 一の事業者

件

である。

選定理由 （２

　

）本事業者は、施設運

　

営中での工事方法につ

　

いて熟

概      

 

 要

１．空調設備工事

名

知しており、施設利用

子

者等の安全を確保しな

育

がら、施設

　　　空調

て

機の一時撤去・再取付

サ

それに伴う配管の新設

ロ

運営への影響を最小限

ン

にとどめて施工できる

関

事業者であ

を行う。 る

原

。

２．電気工事

　　　

空

空調機の一時撤去・再

調

取付それに伴う電気配

設

管の

新設を行う。

３．

備

撤去工事

　　　上記工

設

事に伴う撤去工事一式

置

を行う。

担 当 課 施

工

設営繕部 西部地区建

事

設課

電話番号 3880

契

-5111(2951

約

)

根拠規定 地方自治法

の

施行令第167条の2

相

 第1項 第5号該当

手方

　名称　玉紘工業（株） 

　住所　東京都足立区谷中一丁目１番１７号



号

履 行 場 所
足立区江北四丁目２１番１号

（１）本事業者は漏水箇所の特定及び修繕のため学校手

分類業務区分 工事 配により現地調査と応急対応を行った業者であり、現場

契 約 期 間 令和   6年   7月  22日  から  令和   6年  11月  29日 状況を把握している。

契約年月日 令和   6年  

5

 7月  19日 （２

7

）給排水設備の新築工

随

事を担当した業者であ

意

るため

契約金額 \3,

契

432,000円(税

約

込)
、当該小学校の給

内

排水設備全体を熟知し

容

ており学校運営

への支

及

障を最小限にとどめて

び

短期間かつ確実に施工

選

を行

予 定 価 格 \

定

3,432,000円

理

(税込)
契約相手方の

由

うことができる。

選定

書

理由 （３）本事業者は

件

区内学校施設での工事

　

実績が多数あり

概  

　

     要

（１）漏

　

水が発生した給食場系

 

統の排水管の改修、ピ

名

ッ 、施工状況も良好で

江

あるなど十分な信頼と

北

工事実績があ

ト内の汚

小

泥除去を行う。 る。工

学

期が限られる緊急工事

校

に対応できる技術力と

給

、社

内施工体制を持つ

食

事業者である。

担 当

場

 課 施設営繕部 西部

排

地区建設課

電話番号 3

水

880-5111(2

管

951)

根拠規定 地方

改

自治法施行令第167

修

条の2 第1項 第5

工

号該当

事

契約の相手方

　名称　拓進設備工業（株） 

　住所　東京都足立区加平一丁目２０番７



２０号）

　住所　東京都港区海岸一丁目１１番１号

履 行 場 所
足立区足立四丁目３８番から弘道一丁目１３番先

　密集市街地内である五反野駅前通りの無電柱化詳細設

分類業務区分 委託 計を円滑に進めるためには、無電柱化に関する高度な知

契 約 期 間 令和   6年  11月   7日  から  令和   7年   

5

3月  21日 識と経

9

験及び配線計画を独自

随

で設計する技術、迅速

意

な東

契約年月日 令和 

契

  6年  11月 

約

  6日 京電力パワー

内

グリッド株式会社（電

容

線管理者）との調整

契

及

約金額 \11,836

び

,000円(税込)
が

選

必要不可欠である。令

定

和４年度に上記事業者

理

に詳細設

計を依頼する

由

も、設計後に、区道下

書

に水路構造物が存在

予

件

 定 価 格 \11,

　

844,800円(税

　

込)
契約相手方の する

　

ことが確認され、施工

 

するためには、詳細設

名

計の修

選定理由 正が必

五

要となった。

概   

反

    要

電線共同溝

野

実施設計　　　　 　電

駅

力の配線計画は、東京

前

電力パワーグリッド株

通

式会社

　設計条件の整

り

理検討　　　　　　　

無

1箇所 （電線管理者）

電

のみが設計することが

柱

できるため、電線

　平

化

面・縦断線形設計　　

実

　　　　　1箇所 管理

施

者の関連企業である上

設

記事業者は、他者より

計

調整期

　数量計算　　

そ

　　　　　　　　　　

の

1箇所 間を短縮するこ

１

とができる。また、当

委

該地の詳細設計を

　管

託

路部設計　　　　　　

（

　　　　　1箇所 行っ

道

た経緯もあり、地下埋

路

設管の移設計画を熟知

整

してい

　特殊部設計　

備

　　　　　　　　　　

契

1箇所 る。以上のこと

約

より事業工程に影響が

の

出ないように修正

　概

相

算工事費　　　　　　

手

　　　　　一式 設計を

方

円滑にかつ迅速に遂行

　

することができる唯一

名

の事

　施工計画　　　

称

　　　　　　　　　1

　

箇所　　 業者であるた

東

め、随意契約を依頼す

電

る。

事務手続き支援業

タ

務　　　　　　　　一

ウ

式　　 （地方自治法施

ン

行令第１６７条の２第

プ

１項第２号）

　水路構

ラ

造物撤去設計　　　　

ン

　　　一式

　構造物等

ニ

の施工効率検討　　　

ン

　　一式

　東武鉄道と

グ

の近接協議資料作成　

（

　一式 担 当 課 都市

株

建設部 道・道路整備

）

課

電話番号 3880-

 

5111(2824)

課

根拠規定 地方自治法施

委

行令第167条の2 

託

第1項 第2号該当

第



１号

履 行 場 所
足立区島根三丁目２８番１１号

（１）緊急工事となる本工事は、厳しい工期の中で、迅

分類業務区分 工事 速かつ確実な対応が必要となる。本事業者は、公共工事

契 約 期 間 令和   6年   8月  23日  から  令和   7年   1月  31日 が集中する当該期間の中で、確かな技術と施工体

6

制で、

契約年月日 令和

0

   6年   8月

随

  22日 本工事の対

意

応が可能な事業者であ

契

る。

契約金額 \3,7

約

95,000円(税込

内

)
（２）本事業者は、

容

施設運営中での工事方

及

法について熟

知してお

び

り、施設利用者等の安

選

全を確保しながら、施

定

設

予 定 価 格 \4

理

,189,900円(

由

税込)
契約相手方の 運

書

営への影響を最小限に

件

とどめて施工できる事

　

業者であ

選定理由 る。

　

概       要

１

　

．空調設備工事 （３）

 

本事業者は区内施設で

名

の工事実績が多数あり

し

、施

　　空調機、配管

ま

、配管保温の新設を行

ね

う。 工状況も良好であ

っ

るなど十分な信頼と実

子

績がある。

２．電気工

学

事

　　空調改修に伴う

童

電源線、リモコン配線

保

の新設を行う

。

３．建

育

築工事

　　空調改修に

室

伴う天井の撤去復旧を

空

行う

　　（照明器具の

調

一時取り外し・再取り

設

付け含む）。

４．撤去

備

工事

　　上記工事に伴

改

う撤去工事一式を行う

修

。

担 当 課 施設営繕

工

部 西部地区建設課

電

事

話番号 3880-51

契

11(2951)

根拠

約

規定 地方自治法施行令

の

第167条の2 第1

相

項 第5号該当

手方

　名称　産栄空調（株） 

　住所　東京都足立区新田二丁目４番２



行 場 所
足立区入谷一丁目２４番１号

（１）本事業者は、学校手配により漏水箇所特定を行っ

分類業務区分 工事 た事業者であり、当該中学校の給水設備及び現場状況を

契 約 期 間 令和   6年  10月  30日  から  令和   7年   1月  31日 熟知しており、学校運営への影響等を最小限にとどめ、

契約

6

年月日 令和   6年

1

  10月  29日

随

かつ期限の限られた緊

意

急工事に迅速に施工対

契

応可能な唯

契約金額 \

約

14,949,000

内

円(税込)
一の事業者

容

である。

（２）本事業

及

者は、過去の区内学校

び

施設での工事実績が

予

選

 定 価 格 \15,

定

009,500円(税

理

込)
契約相手方の 多数

由

あり、施工状況も良好

書

である等信頼がある。

件

選定理由

概     

　

  要

給水設備工事：

　

外流し・水栓柱系統の

　

屋外給水設備の改

修を

 

行う。

撤去工事　　：

名

既存水栓柱・仮設配管

入

等の撤去を行う。

担 

谷

当 課 施設営繕部 西

南

部地区建設課

電話番号

中

3880-5111(

学

2953)

根拠規定 地

校

方自治法施行令第16

屋

7条の2 第1項 第

外

5号該当

給水設備改修工事

契約の相手方

　名称　やんま（株） 

　住所　東京都足立区鹿浜二丁目３番７号

履 



新宿区西新宿六丁目１４番１号　新宿グ

履 行 場 所
足立区江北五丁目４番 リーンタワービル２１Ｆ

　高野小学校跡地スポーツ施設新築工事は、施工する事

分類業務区分 工事監理 業者と既に仮契約を締結している。１２月上旬の議会の

契 約 期 間 令和   6年  12月  25日  から  令和   8年   3月  

6

13日 議決を持って、

2

本契約となった場合に

随

は、１月からの現

契約

意

年月日 令和   6年

契

  12月  24日

約

場作業を円滑に進める

内

ためにも、工事監理者

容

が、速やか

契約金額 \

及

25,080,000

び

円(税込)
に関係機関

選

との調整や、安全管理

定

、工法の検討等を現場

理

作業前に行う必要があ

由

る。

予 定 価 格 \

書

25,158,100

件

円(税込)
契約相手方

　

の 　本工事監理委託は

　

、入札を実施したが、

　

希望者が標記

選定理由

 

事業者のみとなり不調

名

となっている。現場作

高

業開始まで

概    

野

   要

委　託　概　

小

要 の期間は限られてお

学

り、調整や検討を速や

校

かに実施し、

工事監理

跡

対象工事件名 安全・円

地

滑かつ適切な施工を確

ス

保するためには、設計

ポ

意

１．高野小学校跡地

ー

スポーツ施設新築工事

ツ

図や全体計画を熟知し

施

た、本工事の設計者で

設

ある標記事

業者が工事

新

を監理しなければ、上

築

記期間内に工事作業開

工

始することは不可能で

事

ある。

担 当 課 施設

工

営繕部 西部地区建設

事

課

電話番号 3880-

監

5111(2945)

理

根拠規定 地方自治法施

等

行令第167条の2 

業

第1項 第6号該当

務委

契約の相手方

　名称　（株）土屋建築研究所 

託

　住所　東京都



号

履 行 場 所
足立区神明一丁目１２番６号先

　次により本業者を推薦する。

分類業務区分 工事 （１）当該事業者は、垳川浄化への影響を考慮し、早急

契 約 期 間 令和   7年   1月  23日  から  令和   7年   3月   7日 に施工が必要な当該工事を、工期内に早急かつ確実に行

契約年月日 令和  

6

 7年   1月  

3

22日 うことを可能と

随

する技術力及び組織体

意

制を合わせ持つ事

契約

契

金額 \5,698,0

約

00円(税込)
業者で

内

ある。

（２）当該事業

容

者は、区内施設の給排

及

水設備の改修等、

予 

び

定 価 格 \5,69

選

8,000円(税込)

定

契約相手方の 工事実績

理

が多数あり、別発注の

由

ウッドデッキ改修工事

書

と

選定理由 の調整が必

件

要な本工事において、

　

他事業者との円滑な調

　

概       要

　

　

旧小溜井排水場　垳川

 

浄化設備配管改修工事

名

整のもと、工期内に施

旧

工することが可能であ

小

る。

　（１）既設配管

溜

及び付属品の撤去 （３

井

）区内事業者である当

排

該事業者は、施工中の

水

緊急対

　 応についても

場

、早急に対処すること

垳

が可能である。

　（２

川

）新設配管及び付属品

浄

の敷設

担 当 課 都市

化

建設部 道・安全設備

設

課

電話番号 3880-

備

5014

根拠規定 地方

配

自治法施行令第167

管

条の2 第1項 第5

改

号該当

修工事

契約の相手方

　名称　やんま（株） 

　住所　東京都足立区鹿浜二丁目３番７



 行 場 所
足立区六町三丁目３番１１号

（１）新築工事を請け負った事業者であり、現場の状況

分類業務区分 工事 を詳細に把握している事から、他の業者よりも工事費及

契 約 期 間 令和   7年   1月  22日  から  令和   7年   3月  31日 び工事期間を大幅に軽減する事が可能である。また、施

契

6

約年月日 令和   7

5

年   1月  21

随

日 工体制、技術力も高

意

く、迅速な判断を要す

契

る緊急工事を

契約金額

約

\19,965,00

内

0円(税込)
確実かつ

容

安全に完了させること

及

ができる事業者である

び

。

（２）本工事の施工

選

は、限られた工期の中

定

で完了させる

予 定 

理

価 格 \19,998

由

,000円(税込)
契

書

約相手方の 必要がある

件

。工期内での確実かつ

　

迅速な施工をするため

　

選定理由 に必要な技術

　

者を有している事業者

 

である。

概     

名

  要

（１）体育館改

加

修工事 （３）本事業者

平

は区内公共施設での工

小

事実績が多数あり

　　

学

　・体育館内部床シー

校

ト張り 、施設利用者の

体

安全を確保しつつ、施

育

設運営への影響を

　　

館

　・体育館内部舞台床

床

シート張り 最小限にと

改

どめて早期に施工する

修

ことができる事業者で

工

　　　・体育館内部ラ

事

イン引き ある。施工状

契

況も良好であるなど十

約

分な信頼と実績があ

（

の

２）その他上記工事に

相

伴う撤去補修等の工事

手

る

担 当 課 施設営繕

方

部 東部地区建設課

電

　

話番号 3880-51

名

11(2874)

根拠

称

規定 地方自治法施行令

　

第167条の2 第1

（

項 第5号該当

株）似鳥工務店 

　住所　東京都足立区西伊興三丁目２番２４号

履



ヶ谷四丁目２４番１５号

履 行 場 所
足立区江北七丁目１２番

（仮称）第三上沼田保育園新築工事は、施工する事業者

分類業務区分 工事監理 と既に契約を締結している。４月からの現場作業を円滑

契 約 期 間 令和   7年   4月   3日  から  令和   9年   2月  12日 に進めるためにも、工事監理者

6

が、速やかに関係機関

7

と

契約年月日 令和  

随

 7年   4月  

意

 2日 の調整や、安全

契

管理、工法の検討等を

約

現場作業前に行う

契約

内

金額 \29,898,

容

000円(税込)
必要

及

がある本工事監理委託

び

は、入札を実施したが

選

、

希望者が標記事業者

定

のみとなり不調となっ

理

ている。

予 定 価 

由

格 \29,935,4

書

00円(税込)
契約相

件

手方の 現場作業開始ま

　

での期間は限られてお

　

り、調整や検討を

選定

　

理由 速やかに実施し、

 

安全・円滑かつ適切な

名

施工を確保する

概  

（

     要

工事監理

仮

対象工事件名 ためには

称

、設計意図や全体計画

）

を熟知した、本工事の

第

１．（仮称）第三上沼

三

田保育園新築工事 設計

上

者である標記事業者が

沼

工事を監理しなければ

田

、

上記期間内に工事作

保

業開始することは不可

育

能である。

上記理由に

園

より、標記事業者との

新

随意契約を依頼する。

築

（地方自治法施行令第

工

１６７条の２第１項第

事

２号）

担 当 課 施設

工

営繕部 西部地区建設

事

課

電話番号 3880-

監

5111(2941)

理

根拠規定 地方自治法施

業

行令第167条の2 

務

第1項 第2号該当

等委託

契約の相手方

　名称　（株）翔設計 

　住所　東京都渋谷区千駄



同企

業体 

　住所　東京都中央区日本橋小網町６番１号

履 行 場 所
宮城小学校（宮城一丁目２７番２５号）

本業務は、令和３年３月に策定した「足立区学校施設の

分類業務区分 委託 個別計画」の内容に基づき、基本構想・基本計画及び基

契 約 期 間 令和   7年   4月  16日  から  令和   9年  12月

6

  24日 本設計・実

8

施設計を進めていくも

随

のである。業務委託者

意

契約年月日 令和   

契

7年   4月  1

約

5日 には、高度な技術

内

力や豊富な知識と経験

容

及び柔軟な発想

契約金

及

額 \341,330,

び

000円(税込)
力を

選

備えた事業者を選定す

定

ることが必要で、価格

理

競争だ

けでなく、総合

由

的な評価によって技術

書

力と独創性を持つ

予 

件

定 価 格 \341,

　

330,000円(税

　

込)
契約相手方の 事業

　

者をプロポーザル方式

 

により選定することが

名

必要で

選定理由 ある。

足

概       要

①

立

各種調査 上記理由から

区

、足立区立宮城小学校

立

施設更新事業に伴う

②

宮

基本構想・基本計画書

城

作成業務 設計等業務委

小

託について、公募型プ

学

ロポーザル方式を採

③

校

基本設計作成業務 用し

施

、その選定委員会にお

設

いて、業務委託先とし

更

て最も

④実施設計作成

新

業務 相応しいとされた

事

本事業者との随意契約

業

を依頼するもの

⑤建築

に

基準法第18条2項に

伴

よる計画通知やその他

う

の法・ である。（地方

設

自治法施行令第１６７

計

条の２第１項第２

条例

等

等の許認可及び要綱等

業

の取得業務 号該当）

⑥

務

既存校舎解体設計作成

委

業務

⑦仮設プレハブ校

託

舎新築設計作成

⑧学校

契

関係者や近隣住民等に

約

対する会議体への参加

の

及び

必要な資料・議事

相

録等の作成業務

⑨国庫

手

補助申請に必要な資料

方

の作成業務

⑩ネット・

　

ゼロ・エネルギー・ビ

名

ル（ＺＥＢ）評価取得

称

担 当 課 施設営繕部

　

 中部地区建設課

検討

山

業務 電話番号 3880

下

-5111(3551

設

)

⑪設計等業務委託の

計

検証業務 根拠規定 地方

　

自治法施行令第167

エ

条の2 第1項 第2

ス

号該当

・ティプランニング設計共


